
高度野菜輪作経営の成立要因と問題点  

平  

1 は  し  が  き  

近郊農家の都市化に対する極限的な対応の1つとして，高度野菜輪作経営形態を選択するこ  

とが考えられる。ここで用いる輪作という術語は，地力維持を主目的とするいわゆる地力利用  

共同という統合力が作用して成立する輪作方式を指しているのではない。地力維持の観点から  

いえば，むしろそれから自由に解放されたチューネンのいわゆる自由式に相当する。しかし土  

地の積載力を作物の補合的結合によって最も有効に利用するために，面積・期間利用共同とい  

う統合力が作用する。これは多毛作という形をとる。しかも家族労働力利用共同および危険分  

散という統合力も強く作用して，一定の多毛作的な作付方式およびそれらを一定比率でもって  

結合した経営方式が成立する。都市化によって土地用役および労働の農外機会報酬が高騰する  

ほど，これらの統合力が強く作用して，年間の土地利用回数が多くなり，しかも同一時期をみ  

ると，極めて小面積づつ多種類の作目，とくに野菜を結合する経営方式が出現する。統合力は，  

立地条件の相対的有利性を生かすように他の作目を排除して，特定の作目を立地させようとす  

る分化力と均衡して，特定の経営方式を成立させるのであるが，後述するように，都市化の作  

用を最も強く受ける市街地近接農業地域では，軟弱野菜を優先的に立地させようとする分化カ  

が作用する。ブリンクマンも述べているように，「交通地位がよいほど，多面性への強制に順  

応するために，自由に農業経営に採用できる販売性生産物の数が増加する」のである。統合力  

は，分化力からみても有利に立地する可能性のある作目を結合する力として作用するのである。  

このように，分化力によって選択された軟弱野菜を高度に輪作させる結合力として，上述の統  

合力が作用するのである。   

本稿は，この高度野菜輪作経営の成立要因と現段階における問題点を，経営経済的観点から  

分析することを課題としている。筆者は，昭和27年と44年という17年間離れた両年度において，  

京都市域の高度野菜輪作経営を調査したことがあるので，両調査結果を突き合わせながら，こ  

の課題に答えたい。まず次節では，都市化に対して近郊農家がどのように対応するか，高度野  

菜輪作経営形態はこの対応の1つの形であるが，その成立要因は何か，について一般理論を展  

開する。第3節では，具体的な調査事例を用いて，この高度野菜輪作経営の成立要因に関する  

理論を実証する。第4節では，44年度段階において，与えられた技術水準と価格条件とを前提  
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として，最も有利な高度輪作経営形態を設計し，この経営形態が27年段階では収益性の高いも  

のであったが，44年段階では必ずしも収益性が高いとはいえないことを指摘しよう′。  

2 都市化 と貴家の対応  

筆者は，昭和27年に京都市衣笠地区において，高度野菜輪作経営の実態とその成立要因を調  

査したことがある1）。その当時の問題意識はつぎのようであった。   

都市産業の発展および都市人口の増加は，都市近郊あるいは都市域内の農業に対して相反す  

る二面的な作用を及ぼすものである。一方では，住宅，工場，商店，運輸，その他の産業施設  

や公共施設の敷地用として，土地の需要価格を高める。さらに農家の労働に対して高い手取労  

賃を取得しうる安定した就業機会を提供する。このようにして農業経営に投入されている土地  

および労働力を都市産業に吸引し，農業経営の縮小と解体を促進しようとするのである。しか  

し他方では，農産物および都市起源の生産財に関する市場条件と耕地諸条件を改善し，10a当  

たり農業所得を一層高めることができるような経営形態を選択させる。その結果，都市化に応  

じて，すでに農業経営に投入されている家族労働，所有土地用役，所有資本用役をそれらの農  

外機会報酬によって評価した内給用役評価額が上昇していくが，同時にそれ以上に農業所得を  

高めうる経営形態が成立するようになるのである。つまり経営耕地10a当たりの労働および資  

本財用役の集約度を高めるとともに，労働1日当たりの農業所得を高める。この農業所得を各  

内給要素に帰属させたばあいには，1日当たり労働報酬と10a当たり土地純収益カをともにそ  

れぞれの農外機会報酬評価額よりも高めることができるようになるのである。   

都市化によるこの相反する2つの作用力，つまり都市産業の農用地と農家労働に対する吸引  

力と改善された経営外部条件によるこれら生産要素の農業内への留保カは，各農家の立地条件  

や経営内部条件の差異に応じて，集約的な専業農家の方向か，あるいぼ兼業農家の方向に分化  

させるのである。   

集約的専業農家の方向は，野菜作，花井作，養鶏，養豚，専業搾乳業など2）いろいろである  

が，本稿では野菜作専業化の方向を辿る農家について，まずそれを可能にする条件を検討して  

みよう。   

都市の外延的拡張につれて，第1に，市街地近接農業地域の交通網が発達し，中央卸売市場  

に能率的に出荷できるようになるとともに，青果物の野市も市街地と農業地域の境界に設置さ  

れる。それノに応じて10a当たり収量が大きくて，運搬・貯蔵能性が低いために地代指数3）が高  

くなる軟弱野菜が，遠郊生産地域に比べて有利に栽培されるようになる。   

第2に，都市区画整理の圏内に入り，各圃場への適作と運搬の能率が上昇するのに応じて，  

労働および資本財用役に対する受容力の大きい作物，ことに中高年農家労働に対する兼業労賃  

が余り上昇しない段階では，これらの労働の集約化能性の高い軟弱野菜が有利に栽培されるよ  
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うになる。   

第3に，区画整理によって用排水事情が良好になり，田畑輪換のできる水乱 あるいは自然  

港漑のできる畑の割合が増加する。さらに肥料養分を多量に含む都市下水を潅漑水として利用  

できる耕地面積も増加するから，通湿を強く要求し，さらに多量の窒素養分を要求する野菜は  

ど，肥料費と水利費を節約しながら収量と品質を高めることができるので有利に栽培される。   

第4に，都市起源の資本財，ことに尿尿と都市塵芥とを低廉に獲得できるようになり，これ  

らの速効性窒素養分を多量にしかも有効に受容しうる野菜ほど有利に栽培され，しかも穀作の  

有機物供給の役割を軽減することができる。このように都市近接農業地域の市場条件と耕地条  

件は，都市の発展に応じて変動するのであるが，そこには遠郊地域で栽培されるばあいに比べ  

て，生産物手取価格および10a当たり収量がより大幅に増加し，しかも生産物単位当たり土地  

利用車段費をより大幅に節約しうるような，換言すれば，地代指数の高い軟弱野菜を主幹部門  

として高度輪作をはかる経営形態が立地するようになるのである。   

しかしながら，この経営形態は，次のような理由から高度の栽培技術と市場対応能力とをそ  

なえた専従家族労働を要求する。   

第1に，軟弱野菜の価格は激しく変動する。しかも鮮度が生命であるだけに収穫後に貯蔵す  

ることができない。市況をいち早くつかみ，敏速に収穫と出荷を行なうことができるかどうか  

によって，販売価格に大きな格差がでてくるが，専従家族労働だけがこのような市場対応を行  

なうことができる。   

第2に，これら軟弱野菜の栽培期間は短いので，耕地を期間補合的に利用するために多毛作  

される。しかも家族労働力の補合的利用および市況変動と災害による危険の分散を主目的とし  

て，多種類の野菜を小面積づつ作付ける。また同じ野菜でも出荷期間を延ばすために，小面積  

づつ作付時期をずらして栽培する。それぞれの野菜の作業構成は複雑であり，作業行程には高  

度の技能と細心の注意を要するものが多い。したがって軟弱野菜の高度輪作方式を採用すれば，  

作業対象野菜，作業場所，作業種類を異にする作業を非連続的に実施しなければならない。こ  

のためには，単に野菜栽培技術に習熟しているだけでなくて，経営全体の作目の栽培状況を配  

慮しながら作業しうる労働，つまり継続して専従する家族労働を必要とするのである。家族労  

働力から湧出する労働を自家経営だ捌こ専従させるためには，その供給可能労働量をすべて受  

容しながらも，その1日当たり限界労働報酬が農外機会労賃を上回るような農業経営を営まな  

ければならない。   

以上述べてきたのは，都市化が専業農家状態を維持させる方向に作用するばあいであるが，  

都市域内には，地勢条件などに制約されて，交通地位が改善されず，野菜の販売市場地位や尿  

尿・塵芥の購入市場地位が良好にならない地域，あるいは区画整理が施行されず，圃場の適作  

・運搬地位や水利事情が改善されない地域も見出される。これらの地域では集約的野菜作の導  
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入が緩慢であり，むしろ労働および肥料粗放的な稲・麦作を主幹部門にする方が，野菜作を主  

幹部門とするよりも，相対的に10a当たり土地純収益カと1日当たり労働報酬がともに高くな  

る。しかし家族労働力数に比べて耕地面積がかなり大きくない限り，この供給可能家族労働の  

総量を農業経営に投入するばあいの限界労働報酬は極めて低くなり，結局，高い農外機会労賃  

を求めて流出することになる。稲・麦作を主軸とする経営形態では食糧自給率も高く、，販売価  

格も安定している。栽培技術も単純であり，粗放化能性も高いから，老人・婦女子労働に対す  

る依存度を高めて粗放化しても，野菜作を主幹部門とする経営ほどには限界労働報酬が減退し  

ない。成年男子労働力は都市産業の高い労賃水準と安定的な常勤機会を求めて流出するか，あ  

るいは企業能力と資本力があれば，自ら小規模商工業を始める。   

このように兼業農家化の方向を辿り，農業所得依存度が減少するほど，農業経営に対する関  

心が薄れ，粗放的になり，10a当たり農業経営純収益はますます減少してゆくのである。しか  

し老人・婦女子労働の農外機会労賃水準が低いだ研こ，その評価額を控除して求めた10a当た  

り 

とどまり，さらに将来の転用地価の騰貴を期待して，耕地保有のために棄て作りを続けるので  

ある。   

なお都市化による耕地の潰廃過程をかえりみると，農外転用地としての供給価格，換言すれ  

ば，当年度から将来売却を予定している年度までの土地純収益力予測額の時系列および将来売  

却予測額を資本還元した土地の収益価評価額よりも，敷地としての需要価格が高いから，耕作  

者自身の決断によって自作地を転用売却したというばあいとともに，地主自身の採算によって  

小作地を強制的にか，またはわずかだけ補償して取上げて転用したばあいや，都市計画によっ  

て道路や公共施設用として半強制的に買収されたばあいもよくみられるのである。   

このように経営条件の改善を伴わないばあいには，兼業化の方向を辿るが，都市化によって  

市場条件と耕地条件が，集約的野菜作をより有利に採用できる方向に変化するばあいには，耕  

地規模の縮小に対応して，労働集約的であり，10a当たり経営純収益の上昇率によって耕地規  

模の縮小率を相殺しうるような高度野菜輪作経営の方向を辿るのである。   

以上述べてきたような問題意識に基づいて，この調査では，集約化方向の極限をなす高度野  

菜輪作経営形態を導入している京都市衣笠仁和地区を対象として，都市域農業が必然的に辿ら  

ぎるをえない一つの方向を跡づ仇 極限的な現状を経営経済的観点から分析しようと企図した  

のである。  

1）頼平『高度読菜輪作経営の経済的研究』京都市産業局，昭和31年。   

2）神戸正編『都市化に対応する農業経営』家の光協会，昭和41年。農林省農林水産技術会議編『都市近  

郊野菜経営』農林統計協会，昭和43年参照。   

3）大槻正男訳『ブリンクマン農業経営経済学（改訳版）』地球出版，1969，p．103。  
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3 高度野菜輪作経営の実態と成立要周  

昭和27年度における調査地区の農家数は30戸，50a未満が22戸，50～90aが8戸，1戸当た  

り平均耕地面積は43aと零細規模農家が多いが，兼業農家は30aの未満層に3戸あるにすぎな  

い。25年世界農業センサスによると，専業農家率が全国で50％，京都市で55．8％であるから，  

調査地区がいかに典型的に集約的野菜作によ って専業農家化の方向を進んできたかがわかる。   

調査農家として12戸を選んだが，その経営経済的な特質を明らかにするために，農林省農家  

経済調査の近畿農区平均値と比べてみよう。調査農家12戸の平均耕地面積は44．4aである。近  

畿農区平均農家経営耕地規模の半分である。能力不換算家族農業労働力は調査農家が3人，近  

畿農区農家の1．1倍である。これら経営要素の利用成果としてまず農業経営粗収益をみると，  

総額371，047円，10a当たり83，626円であって，それぞれ近畿農区農家の1．4倍，2．5倍と非常  

に高くなっている。調査農家の粗収益の内で81．9％が野菜作，14．4％が稲作，3％が麦・雑穀  

作，0．7％が養畜である。耕地利用度は2．9であって，高度野菜輪作経営形態を採用して，零  

細耕地規模の制約を克服しているこ 

9，169円であって，近畿農区農家の5割，9割にすぎない。調査農家は肥料集約的な野菜作経  

営であるにもかかわらず，安価な尿尿と塵芥を利用するので，肥料費はわずか16％を占めるに  

すぎない。野菜作は農薬と材料を多く要するのでそれぞれ11％，14％を占めている。建物費は  

11％，大機具費は16％を占めている。なお調査農家の所得水準は高く，その生活様式も都市化  

しているので，家族労働の主観的評価が高く，限界労働報酬が高い限界で労働投入を止めるこ  

とが予想される。しかし野菜作に適する高度の栽培技術を備えた雇用労働は得難い。また野菜  

作の補合的結合によって所要労働の季節的繁閑を克服しうる可能性も大きいので，雇用労賃の  

占める割合は3％にすぎない。   

農業経営純収益（＝農業所得）をみると，総額330，365円，10a当たり74，456円であって，  

それぞれ近畿農区平均農家の1．7倍，3．2倍とかなり高い。この土地純生産性の高い経営形態を  

家族労働利用面からみると，調査農家は10a当たり111．6日の家族労働を投入する。近畿農区  

農家の10a当たり労働投入量の1．7倍と労働集約的であるが，1日当たり農業経営純収益は667  

円であって，近畿農区農家の1．7倍に達している。調査農家の農外所得は37，288円であって農  

家所得367，653円の10％を占めるにすぎない。近畿農区平均農家の農外所得率が34％であるの  

に比べると，農外所得依存度が小さいことがわかる。しかも農家所得は近畿農区平均農家の  

1．3倍に達しているのである。このように昭和27年段階では，わずか44aの耕地規模であるに  

もかかわらず，高度野菜輪作経営形態を採用して，近畿農区平均農家の1．7倍の農業所得，1．3  

倍の農家所得をあげている。   

経営部門組織をさらにくわしく検討してみよう。作物別延作付面積構成比をみると，軟弱葉  
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菜類が54．6％，内訳はマクリナ類18．1％，ネギ15．7％，ホウレンソウ10．6％，ツケナ類9．9％  

となっている。ついで軟弱果菜類が18．7％，根菜類4．3％，どん英用豆類3．4％となっている。  

根菜類は短期・間作用の真ダイコン，短根ニンジンがおもなものである。稲作が11．6％を占め  

ているが，闇米価格の高い段階では闇購入米に代替する限度内で家計用に作付けられる。麦類  

は11．9％を占めているが，これは遠隔地に分散した耕地条件の悪い水田の裏作かまたは真束菜  

類の保温用として冬葉菜類と混作されて，うねの片側に作付けられる。最後に耕地利用度別面  

積割合を示すと，利用度1，0の耕地が3．2％，1．1～2．0が2ち4％，2．1～3．0が53．5％，3．1～4．0  

が16．9％，4．1～5．0が2．5％，5．1～6．0が1．5％となっている。総平均で2．9となり，1年にほ  

ぼ3回づつ全耕地を利用していることになる。耕地利用度別に水田と畑における作付方式を示  

すと，図1のようになっている。結合線は12戸の調査農家の実例を示している。   

この高度野菜輪作経営形態の成立要因のなかで特に重要なものは，農家がその尿尿・塵芥取  

得市場地位と野菜販売市場地位に対して合理的に適応したこと，および経営要素条件に対して  

合理的に適応したことである。これについて要約しよう。   

第1に尿尿・塵芥取得市場地位に対する適応について検討する。尿尿は自家労働によって汲  

図1 水田・畑別，耕地利用度別作付方式   

〔水 田〕  

耕地利用度1：－ イネ  

耕地利用度2：－  

耕地利用度3：－  

片 ム ギ  

片 ム ギ   

ホウレンソウ   

片 ム ギ  

イ   ネ  

ナ   ス  ツ ケ ナ 類  

ナ   ス  ツ ケ ナ 類  

サンドマメ  ネ  ギ   

ネギ仮穂  ホウレンソウ  

耕地利用度4：－  

片 ム ギ  

片 ム ギ  

ツ ケ ナ 類  

ツ ケ ナ 類  

マクリナ類干こ；クけ類                 ギ  

サンドマメ  

ネ   ギ  

ホウレンソウ  
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〔畑〕  

耕地利用度2：－  耕地利用度3：－  

片 ム   

ツ ケ  

片 ム  

ンソ  

ム  

片 ム ギ  

ホウレンソウ  

片 ム ギ  

ツ ケ ナ 類  

キ  ‖
フ
 
 

ウ
 
 

ホウレンソウ  

マクリナ類   

ネ    ギ  

ツ ケ ナ 類  

ナ  ス  

ト マ ト   

トウガラシ  
ホウレ  

仝  
カ ボ チ ャ  

マクリナ類  ナ タ ネ㌧ カンショ  ネ  

ツ ケ ナ 類  

ネ  ギ  

ダ イ コ ン  

ニ ン ジ ン  
ホウレンソウ   

ホウレンソウ  

マクリナ類  

ネギ仮樟  

サンドマメ   

バレイ シヨ  
ニ ン ジ ン   
ホウレンソウ  

ダイ コ ン  

ニ ン ジ ン  

サンドマメ  

キ ウ リ  

耕地利用度4：－  

マクリナ類  

ツ ケ ナ 類  

ホウレンソウ  

ネ  ギ  

ニ ン ジ ン  

耕地利用度5：－  

片 ム ギ  

ツ ケ ナ 類  
＿ ／  キ  

≡；㌘マク  

マクリナ類  

ネ   ギ  

よ≦二‾‾：▲  

ホウレンソ   

ツ ケ ナ  

耕地利用度6：－  

ツケナ類－マクリナ類－マクリナ類－マクリナ類－マクリナ類  

備考 京都市衣笠地区12戸の調査農家の全作付方式。  

取りにまわっている。375kg当たり汲取労働は2．5時間，その労賃評価額125円と機具減耗評  

価額20円から吸取収入100円を差引くと純費用は45円になる。その肥料養分の成分価評価額は，  

375kg 当たり375円であるから，尿尿利f馴こよる肥料費節約額が大きいことがわかる。しかし  

尿尿の吸取りを始めれば，提供先からほ年中継続的な汲取りを要求されるが，調査農家は運搬  

役畜も動力車も所有していないから重労働になり，汲取り労働に対する主観的評価が高くなり  
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がちである。都市塵芥は衛生上支障のない12月から3月の間に施用される。375kg当たりの  

料金および2・1時間の自家労働評価額を合計した純費用は131円である。尿尿に比べてやや遅効  

性であり，燐酸と加里および有機物を供給し，とくに果菜類，ネギ，ホウレンソウに有効であ  

る。堆厩肥の成分価評価額が375kg当たり494円であるから，これに比べてきわめて安価な  

有機物源といえよう。   

調査農家の尿尿・塵芥による肥料成分自給率は窒素で95～67％，燐酸で95～67％，加皇で98  

～68％に及んでいる。10a当たり窒素肥料成分量をみると，軟弱葉菜・果菜類の作付割合の大  

きい6戸の農家で60～75kg，遠隔耕地率が高くて稲・麦・根菜・豆類の作付割合の大きい6  

戸の農家で36～49kgであり，各農家の栽培作物全体の標準施肥量に比べて17～42％も超過  

している。しかし燐酸成分では標準施肥量の42～67％，加里成分で64～93％と不足しており，  

この成分比の不均衡を伴なう多肥の害が稲，麦，豆，根菜類に現われ，果菜類も病虫害防除費  

がかさむようになっている。軟弱葉菜類だけがこの窒素過多を受入れる野菜である。尿尿・塵  

芥の成分価評価額とその実際所要費用額との格差によって肥料費節約額をみると，12戸平均で  

総額40，120円，10a当たり9，041円となっている。   

第2に野菜販売市場地位に対する適応について検討しよう。出荷は大部分が1km以内にあ  

る野市に出荷している。この円町市場に出荷する競合生産地域の農家との雑談や種苗商におけ  

る各野菜種苗の売行きなどによって，とくに競争産地の各時期別作付面積を予測し，それに対  

応して各期の作付面積を決めている。しかし豊凶予測がむずかしいところから，むしろ過去数  

カ年の各野菜価格の最頻値を予測価格として，10a当たり純収益の高い軟弱葉菜・果菜・豆類  

を主幹部門として選び，一定面積割合を長期的に続けようとする傾向が強い。これに対して補  

助部門として，カラシナ，早生ナス，時なし大根などの投機的野菜を組合わせて，価格変動の  

穴をねらっている。調査農家の栽培する野菜はどれをみても年次的価格変動が大幅である。し  

かし消費上代替関係の弱い野菜まで多種類を組合わせているので，相互に価格が逆方向ないし  

無相関的に動く野菜の組合わせとなって，危険分散の役割を果たしている。価格の季節的変動  

および日々の変動に対しては各野菜を小面積づつ作付期をずらして作付ける栽培法によって危  

険分散をはかっている。ツケナ類，マクリナ類，ホウレンソウ，秋冬ネギ，ダイコン，ニンジ  

ンの作付期は品種や栽培法によってかなり伸縮的に変えることができる。これに対して，春ネ  

ギおよび早熟栽培のナス，キウリ，サンドマメでは定植期が硬直的である。収穫開始期につい  

ては，果菜類，テンマ九 春ネギ，サンドマメが硬直的である。収穫期問はマクリナを除けば  

どれも伸縮的である。したがって，短期的価格変動に対しては，かなり伸縮的に出荷を調整で  

きる。   

調査農家の長所は，乾ばつや豪雨による凶作の時ほど，良好な用排水条件を生かして，栽培  

集約度を高めて増収できること，日次的価格変動に敏感に反応し，さらに上場囁序による価格  
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格差にも敏速に反応して，競争産地よりも高価格を実現しうることである。もちろん，鮮度を  

売りものにしているだけに夏期では朝5時から採取し始め，8時頃までに出荷する。冬期は午  

後の3時頃から採取し始めて夕方8時頃までに選別と結束をすませて，翌朝出荷する。∵しかも  

出荷時になって高い価格が見込まれると，家族を総動員して採取にとりかかるなど撞く短期的  

な価格変動に対しても熱心に対応している。   

最後に経営要素条件に対する適応について検討しょう。   

各農家の経営耕地は，かなり長期の経営計画期間にわたって固定的であり，農外用途に転用  

されたり，新たに購入されることがない。しかも相対的に最も希少な制限要素であるから，農  

家の考え方としては，農業経営純収益（＝農業所得）を最大にするために，この制限要素に対  

する残余純報酬，つまり10a当たり土地純収益カを最大にする方向が追求される。この土地純  

収益力を最大にするためには，第1に，分散して様々な耕地条件を示す各圃場に最も適合して，  

轟1 作 物 別・10  a  当  

備 考 部門経営純収益＝家族労賃見積額＋所有地地代見積額＋所有資本財資本利子見積額＋企業利潤  

部門土地利用純収益＝所有地地代見積額＋企業利潤（部門耕地利用純収益を算出するばあいには，  
％の利子率を用いた．）  

純収益率はそれぞれの純収益の粗収益に占める割合  

イネ㈲は玄米を150Kg当たり13，000円の自由価格で評価したばあい  

イネ㈱は 〝  〝  7，500円の供出価格  〝  〝  
耕地利用集約度は10a当たり1カ月当たり投入された土地利用手段費（＝農業経常費＋家族労賃  
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その土地純収益カを高めうるような作物と品種を選んで最適経営部門組織を実現すること，欝  

2に土地利用手段について最適経営集約度を実現することが必要になる。   

まず最適経営部門組織の選択問題であるが，各作物を独立的なものとみなして相対的有利性  

を検討しょう。表1は，12戸の調査農家の各作物別収益計算から平均的な事例を選んだもので  

ある。各作物について農家を比べると，10a当たり部門粗収益の最高値がその最低値の1．4倍  

以上になっているのは，ハタケナ，テンマナ，マクリナ類のミブナと山東ナ，ホウレンソウ，  

春ネギ，ダイコン，バレイショ ，ナスである。これは，販売価格の農家間格差よりも10a当た  

り収量の格差によるものである。調査農家は玄米については一部を闇購入米に依存し，限界生  

産費がこの自由価格に等しくなる限界内で生産しているとみてよいから，表1のイネ弼では自  

由価格を用いて収益計算を行なっている。   

表1の最下行に10a当たり耕地利用期間1カ月当たり土地利用手段集約度を示したが，夏作  

た  り  収  益  計  算  

労働能力換算家族労働を1日当り400円の調査地区男子臨時雇労賃で評価した．なお所有資本については5．5  

見積額＋所有資本財資本利子見積額）  
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では，果菜類とマクリナ類が最も集約的に栽培され，サンドマメとイネがやや粗放的に栽培さ  

れている。冬作になると，全般的に夏作よりも粗放的に栽培されるが，なかでもムギが最も粗  

放的である。ホウレンソウがかなり集約的に栽培され，ネギとツケナ類が中間に位置している。  

最も重要な収益性指標として10a当たり1カ月当たり土地利用純収益をみると，キウリが最も  

大きく12～10千円であり，ついでナス ，イネ仏）が8～5千円，サンドマメ，冬ネギが5～3千  

円，ホウレンソウ秋播，春ネギが3～2千円，マクリナ類，ホウレンソウ春播が2～1千円，  

ツケナ類が1干円未満，ムギが赤字となっている。夏作では，キウリ，ナス，自家飯米用イネ  

が有利であり，サンドマメとマクリナ類は，間作用と．して，耕地の補合的利用をねらうばあい  

だけ有利になる。冬作では，冬ネギ，ついでホウレンソウ秋播が有利になるが，春先になると，  

春ネギがホウレンソウ春播よりも有利になる。片ムギは果菜類に対する補完的利用効果を除い  

ては栽培価値がない。   

各耕地に対して，各栽培季節どとに10a当たり1カ月当たり土地利用純収益が高く，しかも  

栽培期間の季節的伸縮性の小さい作物が基幹部門として選ばれるが，各耕地片の耕地条件の多  

様性に応じて，作付方式が多角化し，さらに気象と価格の不確実性による危険の分散と家族労  

表2 標 準 技 術 体 系 に よ る 部 門  

部  門  所  得  的  失  

種苗費】育苗費l生産資材費】肥料費l農薬費贋 建  

（1）キ  ウ  リ（ハ ウ ス）  

（2）ナ  ス（トンネル）  

（3）ト  マ  ト（ハ ウ ス）  

（4）イ   チ  ゴ（トンネル）  

（5）キ  ウ  リ（トンネル）  

（8）キ  ウ  リ（抑  制）  

（7）ホ ウ レンソウ（春ま き）  

（引 ホ ウ レンソウ（秋ま き）  

（9）レ  タ  ス  

㈹ 唐   チ  シ  ヤ  

佃 サラダナ（ハウス2－3月取り）  

㈹ サラダナ（ハウス1月取り）  

㈹ マ  ク  リ  ナ  

㈹ ミ   ブ  ナ（早  生）  

㈹ 永  稲（普  通）  

㈹ カ ン ラ ン（9月取り）  

㈹ 水  稲（早  期）  

㈹ 白  菜（12～1月取り）  

㈹ 白  菜（11－12月取り）  

54，325円  

7，950  

46，100  

24，603  

10，400  

3，970  
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備考 京都市域農家の調査結果および京都市南部農業改良普及所「営農改善の進め方」（昭和41年）の技  

各費用項目の44年度予測価格としては，44年1月の京都市農協販売価格を用いた．  

野菜の44年度予測価格としては，京都市卸売市場における各出荷期どとの昭和40～43年平均価格を  
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働カの補合的利用の観点からも多角化が促される。前後作間の休閑期間，各作物の耕転，作付  

期間および収穫とその後始末時間とを短縮し，同時に作業所要労働量の繁閑をさけるために耕  

地を区分して多種類の作付方式を配分する。したがって調査農家の内で，3戸は1作付方式当  

たり面積が1．7～2．5a，ついで4戸が3．0～3．7a，残る5戸が4．0～7．3aとなっている。後者  

ほど耕地条件がわるくてイネ単作，またはイネ～ムギの占める面積が大きい。   

調査地区農家のばあいは，収益性の高いトマト，ナス，サンドマメはいや地によって制限さ  

れ，連作害の割合少ないキウリ，ネギ，ツケナ類，マクリナ類，あるいは短根性・不時栽培の  

ニンジン，ダイコン，および石灰と塵芥の施用によって連作害を緩和しうるホウレンソウの作  

付面積が大きくなるのである。  

4 現段階における高度野菜輪作経営の設計と問題点  

筆者は，昭和44年度に再び高度野菜輪作経営の存立の可能性を検討する機会を得た4）。京都  

市域では農地の潰廃が著しいが，標準的農家において，家族労働力2．5人（労働能力換算）が  

（作 物） 別10 a 当 り 収 支 計 算  

術資料を用いて，各部門の技術係数を策定した．   

用いた．玄米については，43年度生産者価格を用いた．  
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農業経営に専従して，すくなくとも他産業勤労者所得と均衡する農業所得を野菜作経営形態に  

よって実現するには，最低限どれだけの耕地面積が必要かという課題を設定したのである。27  

年では実態分析によって，50a未満の耕地面積でもって自立経営を維持できることを明らかに  

した。44年度は計画論的な規範分析によって，自立経営を存続するために必要な経営方式と耕  

地面積の限界を検討しょうとしたのである。この課題に答えるために，第1に京都市域の零細  

面積で高い所得をあげている先駆的農家を選んで聴取調査を行なった。第2に農業改良普及所  

から基礎資料を集めた。   

標準的野菜作農家の経営設計を行なうに当ってつぎのような前提のもとに不定量資源分析法  

（線型計画法）を用いた。   

前提〔り 標準農家の家族構成員は6人，そのうちで労働可能人員は3人，経営主と父また  

はあとつぎの2人が専従者，妻または母があわせて1人だけ補助労働者として，専従者の丁度  

半分の日数だけ労働しうるものと仮定する。野菜作の現在の技術水準では所要労働の季節繁閑  

はまるがれがたい。農繁期の最大限労働可能時間数は，1人当たり1カ月25日，1日当たり10  

時間であり，2．5人では1カ月当たり625時間だけ働らくことができる。しかし例外的には，27  

日で675時間まで労働を強化できるものと仮定しょう。   

〔2〕経営耕地は，田畑輪換のできる水利に恵まれた耕地からなり，集団化しているが，大  

体50a以内に限定されていると仮定する。   

〔3〕経営設計の対象になるのは，44年度である。京都市域農家が有利に選択できる作物と  

して，表2に示すように19の作物をとりあげる。紙数を節約するために，物的な技術係数を一  

切省略するが，技術係数，生産要素価格，生産物価格の44年度予測値の算定基礎については，  

表2の備考に示す通りである。野菜価格は上昇傾向を示しているが，44年度価格を控えめに見  

積るために，40～43年平均価格を用いている。なお「清浄栽培」5）方式を採用して，尿尿と塵  

芥を一切使わずにもっぱら切りわらと化学肥料のみに依存するものと仮定する。   

表2は，10a当たり部門所得の高い方から順番に作物を並べたものである。 

所得＝10a当たり労働日数×1日（8時間）当たり部門所得という関係式が成立しているが，  

労働集約度（10a当たり労働日数）と1日当たり部門所得がともに19作物の平均値（58日と  

2，020円）を上回る作物はナス（トンネル）だけである。ついで労働集約度が平均値を上回る  

が，1日当たり所得が平均値を幾分下回る作物群として，キウリ（ハウス），トマト（トンネ  

ル），イチゴ（トンネル），キウリ（トンネル），キウリ（抑制），ホウレンソウ（春播），ホウ  

レシソウ（秋播）があげられる。これらの作物は労働集約度が大きいわりに労働1日当たり所  

得が低下しないから，10a当たり所得が平均値を上回っている。第3群は，労働集約度が平均  

以下であるが，労働1日当たり所得が平均を上回っている作物であって，レタス，水稲（普通），  

カンラン（9月取り），水稲（早期）がこれに入る。レタスは，労働集約度がかなり高いため  
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義3 作付方式別収支計算（10a当たり）  

作   
○ 播種期 －－－－－一 育苗期間          10a 

作 吻 名  作付方針二○‘‾‾‾‾仙、■－■      所要労働時間①定植期          ⊥ 収穫期間  

方  労働時間  

式  ヨ  2  3  4  5  6 疇   円   円   

キュウリ  

（ハウス）  40  1．200  285，585  

トマト  
（ハウス）  

（ゝ一 160  杏1          1．120  209，390                             180  120  200  30q  160  
ロ  q－－－ 40  ◎ 80  320  、71，680  
サラダナ  0－  

（ハウス）  24  48  320  71，680 

小   計  368  280  320  200  270  170  160  180  120  200  384  328  2．96d  618，335  1．671   

キュウリ （ハウス）  ⊂トー 120  40  1，200  265，585  

2  

（ハウス）  0■－ 160  ◎          1．120  209，390                             180  120  200  300  160  
′Jヽ  計  120  180  卸  200  270  170  160  18d  120  200  叫′  200  2．320  474，975  1，638   

ナス （トンネル）  ○‾‾ 30      ◎ 40  30  960  251，430  

ミ ブ ナ  45  55  140  240  55，560  
3  

マクリナ  35  150  135  320  63，980  

′ト  計  65  190  200  40  30  50  280  230  215  鱒  55  140  1．520  370，970  1，952   

980  251，430  

小 計   

キュウリ   
ン’レ）  24  720  156，020  

カンラン  24 44 . 36 80 184  46，626  
5  

0－－  

レ タ ス  40  240  86，210  

／ト   計  24  40  102  82  120  252  168  76  125  35  30  gb  1．140  288，856  2，027  
0－  

キュウリ  
（抑制）  24   32  84  640  118，510  

白菜  16  172  41，810  
6  

唐ち しや  60  き2  320  75，565  

′ト   計  100  84  60  164  180  200  176  24  12  90  6～  1．132  235，885  1．667   

適  2年  104  47，757  

0－  

7  741  165，699  

小  計  27  22  35  166  311  41  15  8  67  8i  20  52   845   213，458  2，021   

ホウレンソ  
ウ  480  103，670  
（春まき）  110                         60  40  270  

！〇－－－  

8  19   
112  45，567  

白菜 （秋まき）  田  0 44        176  42，515             ′16  30  70  
小   計  由  甲  … 40 重雄9   134  4  4  7  、94  18  30  7q   768  191，752  1，997   

備考 表2より算出。  
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に10a当たり所得が高いが，残る3作物は，労働集約度が低いために10a当たり所得も低い。  

最後に，労働集約度も1日当たり所得もともに平均以下に入る作物として，唐チシヤ，サラダ  

ナ，マクリナ，ミブナ，白菜があげられる。  

表 4 京  都  市  域  野 菜  

要  労  働  
作付方式別面積と経営耕地面積  

a  6 】 7  

1llだ蒜蒜  トーサラダ  17 1 g25 289 1 272 

1トサラダ  
2（キウリートマト）  

計  

1トサラダ  
（キウリートマト）  

（ナスーミブナーマクリナ）  

（キウリートマトーサラダ  
ナーサラダナ）  

（キウリートマト）  

（ナスーホウレンソウ）  

0
0
 
 
2
 
0
 
0
 
 
 
 
 
1
 
1
 
3
 
 

4
 
 
4
 
0
 
0
0
 
9
 
 
4
 
0
 
3
 
 

2
 
 
1
 
2
 
6
 
 

4
 
 
6
 
0
 
0
 
2
 
 
1
 
4
 
0
0
 
 

2
 
 
2
 
1
 
5
 
 

6
 
 
4
 
4
 
4
 
 

5
 
 
6
 
1
 
3
 
 

2
 
 
2
 
1
 
6
 
 

0
 
 
∧
U
 
6
 
6
 
 

6
 
 
4
 
5
 
5
 
 

1
 
 
2
 
 
 
 
4
 
 

6
 
 
4
 
0
 
0
 
 

1
 
 
2
 
4
 
8
 
 

2
 
 
3
 
 
 
 
5
 
 

4
 
8
 
8
 
 

0
 
8
 
2
 
 

2
 
 
 
 
4
 
 

2
 
0
 
0
 
 

9
 
1
 
3
 
1
 
2
 
5
 
 

（キウリートマトーサラダ  
ナーサラダナ）  

2
 
 
8
 
2
 
9
 
1
 
 

5
 
 
9
 
1
 
 
 
 
7
 
 

2
 
 
1
 
1
 
 
 
 
5
 
 

1
 
 
2
 
0
 
1
 
4
 
 

3
 
 
3
 
6
 
1
 
3
 
3
 
 
1
 
1
 
 
 
 
6
 
 

8
 
 
2
 
1
 
4
 
5
 
 

8
 
 
4
 
9
 
1
 
3
 
 

2
 
 
2
 
 

6
 
 

0
 
 
0
 
5
 
6
 
1
 
 

8
 
 
2
 
4
 
6
 
1
 
 

1
 
 
2
 
 

5
 
 

3
 
 
7
 
2
 
4
 
6
 
 

4
 
 
9
 
3
 
2
 
9
 
 

2
 
 
2
 
 
 
 
1
 
6
 
 

3
 
 
7
 
0
 
丘
U
 
7
 
 

5
 
 
0
り
 
7
 
1
 
2
 
 

1
 
 
1
 
 

4
 
 

4
 
 
6
 
8
 
6
 
4
 
 

4
 
 
7
 
丘
U
 
 
 
 
9
 
1
 
 
1
 
1
 
 
 
 
4
 
 

2 （キウリートマト）  

4（ナスーホウレンソウ）  

7 （水稲－イチゴ）  

計  

（キウリートマトーサラダ  
ナーサラダナ）  

（キウリートマト）  

（ナスーホウレンソウ）  

（水稲一イチゴ）  

（ホウレンソウー水稲一白菜）  

1
 
2
 
4
 
7
 
8
計
 
 

0
 
 
9
 
7
 
2
 
丘
U
 
4
 
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
 
 

0
0
 
 
8
 
0
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0
 
2
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0
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1
 
3
 
 

3
 
 
1
 
1
 
 

虎
U
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8
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0
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3
 
0
0
 
2
 
 
1
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0
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0
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4
 
9
 
 

2
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8
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2
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1
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0
 
 
0
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0
 
 
8
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3
 
7
 
2
 
 

2
 
 
1
 
 

1
 
6
 
 

0
 
 
3
 
8
 
2
 
3
 
6
 
 

7
 
 
4
 
2
 
6
 
0
U
 
O
O
 
 

2
 
 
2
 
 

丘
U
 
 

0
 
 
3
 
2
 
0
0
 
2
 
5
 
 

7
 
 

9
 
 

1
 
1
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0
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3
 
3
 
7
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4
 
4
 
 

5
 
 1ト‾サラダ  

2 （キウリートマト）  

4 （ナスーホウレンソウ）  

8（ホウレンソウー水稲一白菜）  

9 （水稲）  

計  

0
0
 
 
0
 
0
 
9
 
9
 
6
 
 

1
 
1
 
 

4
 
 

4
 
 
0
 
0
 
4
 
9
 
 
2
 
0
 
1
 
 

2
 
 
1
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0
 
0
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2
 
 
0
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1
 
1
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0
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0
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0
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備考 不定量資源分析法を用いて設計，資料は表1と衰2より．  
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〔4〕経営耕地を補合的に利用しうるように19の作物を組合わせると，1年単位の土地利用  

方式，つまり作付方式を設定することができる。ここでは，選択可能な作付方式として，表3  

の8つと普通水稲単作方式を設定する。表3では，8つの作付方式を10a当たり所得の高い方  

作  経  営  の  設  計  
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から順に並べている。ハウス利用の作付方式1は，10a当たり62万円の所得をあげることがで  

きるが，作付方式8では19万円にすぎない。労働8時間当たり所得をみると，普通水稲単作が  

3，674円となり最高である。ついで作付方式3，4，5，7，8が2，000円前後，作付方式1，2，6  

が1，600円前後にとどまっている。   

経営方式の設計 上述した9つの作付方式を組合わせて経営方式を設計するばあいには，最  

大限利用可髄労働時間数に比べて耕地面積が少ない経営はど，労働純生産性に比べて土地純生  

産性の高い作付方式の比重が高まるであろう。しかも各作付方式の所要労働時間をみると，月  

別繁閑が著しい。したがって利用可能労働時間の枠内で所得水準を最大限に高めるためには，  

一方の作付方式の農繁期が他方の作付方式の農閑期とかみ合うような組合わせが必要になる。   

作付方式の結合に当たっては，「一次性と独立性」がみたされると仮定して，線型計画法の  

不定量資源分析法を用いると，経営耕地面積が零から順次拡大していくぼあいの最有利経営方  

式を試算することができる。   

表4は，労働力を2．5人に固定して，経営耕地面積だけを増加させていくぼあいに，最有利  

経営方式がどのように変遷するかを示している。経営耕地面積が拡大するにつれて，10a当た  

り所得は減少するが，労働8時間当たり所得が増加し，しかも労働集約度が低下していくので  

ある。労働力1人当たり所得は経営方式1の45万円から順次増加して，経営方式7では61万円  

に達する。くわしくは，表4をみればわかるが，耕地面積が17aまで増加する範囲内では，作  

付方式1だけを採用するのが農業所得を最も高くするやり頂である。しかし17aに達すると，  

1月労働が使いきられてしまう。農業所得は105万円で一応7桁水準に達しているが，ハウス  

だけでは，収量と価格が変動するために，農業所得が不安定になりがちである。このように，  

耕地面積が拡大するのに対応して，最高の農業所得をあげうる経営方式は1から7まで変遷す  

る。農業所得は漸次増加して，経営方式7でもって46aの耕地を利用するばあいには，154万  

円に達する。   

しかしここで深刻な問題は，労働1日当たり所得が1，670円～1，780円であって，常勤労賃水  

準を上回ることができないということである。前提としたような軟弱野菜を中心とする経営方  

式でもって，50a以内の零細耕地を利用して，いわゆる自立農家としての農業所得を実現する  

ためには，過労になるほど働かなくてはならない。経営方式7でもって最大限46aを利用する  

ばあいには，家族労働力2．5人が各々1カ月に最大限27日，1日当たり10時間は働くことがで  

きるという前提をおいたので，表4に示すような月別労働配分になった。しかし1カ月‾に最大  

限25日以上働くよりもむしろ雇用労働に依存したいと思うほど，自家労働の主観的限界評価が  

高いとすると，4月，5月，11月に合計140時間だけ雇用労働を入れねばならない。1時間当  

たり雇用労賃を200円とすると，2万8千円の労賃支出となる。もし1日当たり8時間以上働  

らくときに自家労働の限界評価が急上昇すると仮定すると，1カ月当たり利用可能労働時間が  
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500時間となる。そうすると，年間911時間の超過労働を雇用し，労賃を182，200円も支払わね  

ばならない。農業所得は1，353，801円，家族労働8時間当たり所得は1，805円となる。しかし家  

族労働なみの意欲と注意力をもった雇用労働をこれだけ集めることばむずかしい。そうすると，  

8時間当たり1，700円前後の追加所得でどの位家族労働を強化することを望むかという所得と  

労働との個人的選好が問題となる。   

要するに，44年度段階の経営設計では，高度野菜輪作経営方式によって，自立農家としての  

所得水準をあげようとするかぎり，かなり過労になる経営方式を選ばねばならない。経営耕地  

面積が，表4の46aを上回っておれば，水稲作の割合をふやして過労を和ら吼 労働1日当た  

り所得を高めながら，農業所得水準をあげることができる。水稲作ほ10a当たり5万円弱の所  

得しかあげることができないが，1日当たり所得は3，700円と高い。したがって水稲作の面積  

割合が大きくなるほど，耕地面積10a当たり所得は低いが，労働1日当たり所得の高い経営形  

態がより有利になるのである－。しかし，10a当たり所得から家族労賃見積額（1時間当たり  

200円）を差引いて，10a当たり耕地・資本財資本純収益を算出してみると，表4の経営方式  

1が26，335円，経営方式2が23，910円，経営方式3が31，629円，経営方式4が32，413円，経営  

方式5が32，436円，経営方式6が33，693円，経営方式7が33，435円となっている。水稲単作で  

あれば23，167円にすぎないから，水稲作付割合が大きくなるほど，10a当たり耕地・資本財資  

本純収益が低下して，地代負担力が弱まってくる。かりに経営方式6があげうる最高の耕地・  

資本財資本純収益の全額を耕地のみに帰属させたとしても，それを資本還元した耕地の収益価  

評価額は6％の割引率を用いれば，561，550円にすぎない。都市域でこのような低い地価で耕  

地を入手しうる可能性は全然ない。結局，農家は転用地価の値上がりを期待して，売却時まで  

の間，できるだけ高い農業所得をあげうるような経営方式でもって，現在の経営耕地を利用す  

るにとどまるであろう。   

本稿ではとりあげなかったが，野菜作の礫耕・砂耕栽培を採用すれば，10a当たり所得を高  

め，さらに耕起・除草・施肥・潅水などの諸作業を自動化または簡略化して，労働を大幅に節  

約することができる。その結果，労働1日当たり所得水準を大幅に高めうるであろ．う。さらに  

花井作を選び，輸送による荷いたみの大きい，とくに夏期に荷いたみの甚だしい種類，市況が  

大幅に変動して敏速な市況対応を要するもの，あるいは特定の顧客層の高品質需要をみたすこ  

とによって生産物の差別化をなしうるような種類を栽培するなど，都市域花井作経営の立地条  

件の相対的有利性を生かすならば，狭少な耕地を集約的に利用して，高度野菜輪作経営のよう  

に過労におち入ることもなく，より高い農業所得を獲得することができる。稲本志良民は，筆  

者と同じく44年度において，京都市域花井作農家を対象として，表5に示すような5つの経営   

方式を試算している6）。   

この花井作経営の経営計画と表4に示した野菜作経営とを比べてみると，花井作経営は野菜  
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裏 5 京都市域花井作経一宮の設計  

家族労働  

力1人当  
たり所得  

円  

り家族労  

働時間  

10a当た  

時  

8時間当  

たり所得  家族労働      円  
10a当た  
り農業所  

得 円  
経 営 方 式  

（1）露 地 菊 単 作  

（2）カーネーション単作  

（き）温 室 バ ラ 単 作  

（4）温室バラ＋ハウスバラ  

（5）ポ ット マ ム単作  

（6）花  鉢  物  

（7）観  葉  植  物  

1，340，697  

1，522，572  

1，574，760  

1，727，385  

2，076，300  

1，621，151  

2，176，800   

335，174   

845，873   

629，904   

523，450  

1，412，449  

1，102，824  

2，622，651  

536，279  

609，029  

629，904  

690，954  

830，520  

648，460  

870，720   

備考 家族労働力1人当たり所得は農業所得を家族労働力数（能力換算）2．5人で割った値。  

作経営に比べて労働集約度が幾分低いが，労働8時間当たり所得が平均2，500円であって，野  

菜作よりも500円高い。したがって，1日8時間換算で家族労働1人当たり274日働いて，2，5  

人で134万円～218万円の農業所得を実現しうるのである。しかも必要な耕地面鏡は，観葉植物  

であれば83a，露地菊単作であっても40aあれば十分である。その意味で最も土地節約的な  

経営形態であり，転用地価の高騰に対して最大の抵抗力をもつ経営方式といえよう。もちろん  

花井需要の価格弾力性は小さい。現在の所得水準における需要量も限られているから，今後花  

井供給の増加によって価格が下落し，花井作経営の相対的有利性は悪化するであろう。多額の  

投資と高度の栽培技術を必要とし，さらに品質と市場信用による差別化と価格差の大きい生産  

物であるから，市場信用を得るまで多年の販売実績を積まねばならない。その意味で市域の農  

地潰廃地域で，零細化する耕地を利用して自立経営として発展してゆこうとするばあいに，標  

準的な経営設計の結果をみれば，軟弱野菜の高度輪作経営に比べて，花井作経営が相対的に有  

利であるとしても，技術上の適性を備えており，多額の固定投資と危険負担に耐えうる農家で  

なければ，花井作に移行することば困難であろう。  

4）頼平・相木志良『都市内農業における小面積自立営農類型の策定と優良事例の蒐集及び分析検討』京  

都市産業観光局，昭和44年pp．1－26参照。  頼が野菜作経営，稲本が花井作経営の分析と設計  

を分担した。   

5）清浄裁培の成立条件については，拙稿『線型計画法による農業経営の設計』京大農業簿記研究施設，  

1963，pp．12～13 京都市の事例参頗。   

6）4）報告書pp．26～53参照。  

5 む  す  び  

昭和27痢ままだ食糧不足段階であって全国的に主穀生産に集中しており，野菜の供給過剰も  

起こらず，相対的に価格の有利な段階であった。しかも野菜の販売市場地位や尿尿・塵芥取得  

地位において，都市域野菜作経営は遠郊野菜作経営に比べてきわめて有利であった。さらに経  
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頼 平：高度野菜輪作経営の成立要因と問題点   

営耕地の適作・運搬条件や水利条件に恵まれていることもあって，軟弱野菜類の高度輪作経営  

形態が成立し，零細な経営耕地をきわめて労働集約的に利用しながら，高い農業所得を獲得す  

ることができた。しかし44年になると，これら軟弱野菜に対する需要も停滞している。他方供  

給をみると，短期栽培ができて，固定資本投資を要せず，裸の技能労働によって生産できるの  

で過剰生産になり易く価格が停滞している。しかも労働節約的な技術改善は進んでいない。し  

たがって，27年段階と同様に，50a以内の零細耕地面積でもって2．5人の家族労働を有効に利  

用しつくすために，軟弱野菜の高度輪作経営形態を維持しょうとすれば，1日当たり所得が  

1，700円前後にとどまることを覚悟しなければならない。都市化によって上昇する生活水準を  

まかなうには，1人当たり労働時間数の延長とともに2，5人の家族労働力が皆働くという過労  

状態を続けなくてはならない。この過労と1日当たり所得水準の低さを克服し，しかも転用地  

価に対抗しうるだけの土地純収益力を生みだすためには，1つば野菜作において礫耕・砂耕栽  

培のような大幅に労働を節約しうる栽培様式を導入すること，2つには高度の生産技術と市場  

信用を得るために長期にわたる生産と販売の経歴が必要であり，しかも多額の固定資本投資と  

危険負担が必要になるために，模倣農家が容易に現われにくい経営形態，たとえば集約的な花  

井作経営形態に転換することが望まれるのである。  
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